
石川県商工労働部

産業政策課

国、県の産業振興施策について
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１．令和2年度に向けた国の政策動向
（令和元年度補正予算、令和2年度当初予算について）
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主な中小企業向け施策

〇 サポイン事業（戦略的基盤技術高度化・連携支援事業） P4

〇 R1補正 ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業） P5

〇 R2当初 ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業） P6

〇 R1補正 省エネ補助金（生産設備における使用合理化事業者支援補助金）P7

〇 R2当初 省エネ補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助金） P8

〇 事業承継補助金（事業承継・世代交代集中支援事業） P9



令和元年度補正予算、令和2年度当初予算案のポイント
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【設備投資 支援】

【戦略的基盤技術高度化
支援（サポイン）事業】

○支援内容
事業期間：
2年度又は3年度
補助金額：
初年度 4,500万円以下
2年度 初年度の2/3以内
3年度 初年度の1/2以内

地域未来投資促進関連、サポイン
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【設備投資 支援】

ものづくり補助金
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１．もの補助予算推移
H24補正：1,007億円
H25補正：1,400億円
H26補正：1,020億円
H27補正： 〃
H28補正： 763億円
H29補正：1,000億円
H30補正：1,100億円

２．もの補助採択率（全国）

H24補正： 約4割
H25補正： 〃
H26補正： 〃
H27補正： 約3割
H28補正： 約4割
H29補正： 約5割
H30補正： 約5割



【設備投資 支援】

○支援内容
中小企業が複数で連携して
取り組む、試作品開発や生産
プロセスの改善等を行うための
設備投資を支援

ものづくり補助金
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【設備投資 支援】

省エネ補助金
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【設備投資 支援】

○支援内容
対象事業：
省エネ設備の導入を支援

想定対象設備：
① 高効率空調
② 産業ヒートポンプ
③ 業務用給湯器
④ 高性能ボイラ
⑤ 高効率コージェネレーション
⑥ 低炭素工業炉
⑦ 変圧器
⑧ 冷凍冷蔵庫
⑨ 産業用モータ
補助上限額(R1)：3千万円
補助率：1/3

省エネ補助金
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事業承継補助金等

○支援内容
①後継者承継支援型
「経営者交代タイプ」

補助上限額：300万円
※事業転換を伴う場合は最大＋300万円

※2020年12月31日までに事業承継を行う

必要あり。

補助率：2/3
（ベンチャー型事業承継枠、生産性向上枠）

※上記以外は補助率1/2

②事業再編・事業統合
支援型「M＆Aタイプ」

補助上限額：600万円
※事業転換を伴う場合は最大＋600万円

補助率：2/3
（ベンチャー型事業承継枠、生産性向上枠）

※上記以外は補助率1/2

【事業承継 支援】
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２．石川県の取組
（令和２年度当初予算について）
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主要施策

① 新製品開発などによる新規需要の創出

③ 人手不足に対応した人材確保、活用支援

④ 地場産業の経営安定化、基盤強化

② 生産性向上による競争力強化
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主要施策

① 新製品開発などによる新規需要の創出

◆県内企業の新製品・新技術開発を応援する二つのファンド

◆いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド

◆いしかわ次世代産業創造ファンド

◆ニッチトップ企業を目指す企業に対する支援の拡充

③ 人手不足に対応した人材確保、活用支援

④ 地場産業の経営安定化、基盤強化

② 生産性向上による競争力強化
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県内企業の新製品・新技術開発を応援する二つのファンド

食材、酒、伝統的工芸品などの地域資源を活用
した商品開発の支援
（主な対象）
食品、伝統的工芸品等の商品開発

（支援規模）
300万円/3年、補助率2/3

ものづくり企業に向けた事前調査、新製品・新技
術開発、販路開拓までの総合支援
（主な対象）
ものづくり企業の事前調査、研究開発、

販路開拓

（支援規模）
1,000万円/3年、補助率2/3

新技術・新製品の研究開発支援

①集中支援分野：炭素繊維､ライフサイエンス等

（支援規模）
2,000万円/年、補助率2/3

②一般分野：集中支援分野以外

（支援規模）
2,000万円/3年、補助率2/3

主な支援メニュー 主な支援メニュー

いしかわ中小企業
チャレンジ支援ファンド

ファンド総額：４００億円

次世代産業創造ファンド
（次世代ファンド）
ファンド総額：３００億円

H22~

製造工程省力化等の設備導入支援

（主な対象）
ＡＩ・ＩｏＴ等を活用した生産設備導入

（支援規模）
600万円/年、補助率1/2
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いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド

ファンド総額：４００億円

助成金

国 ：１００億円
県 ：１２０億円

金融機関：１８０億円

いしかわ中小企業
チャレンジ支援ファンド

運
用
益

海外販路拡大枠を創設

海外バイヤー等と連携する企業が、
バイヤー等の意見を踏まえ商品開発
・改良、国際認証の取得、販路拡大
等に取り組む経費を助成

公益財団法人
全国中小企業
振興機関協会 助成限度額 500万円

補助率 2/3
助成期間 3年中小企業地域資源活用等

促進事業（R1.9創設）

【経緯】
H20 活性化ファンド創設 200億円
H25 拡充 100億円
H30 拡充 100億円

(公財)全国中小企業振興機関協会の新たな助成制度を活用して、中小企業チャレンジ支援ファンドを充実し、

海外バイヤーと連携した商品開発など海外展開を意欲的に進める企業を後押しするため「海外販路拡大枠」を創設

ステップⅡ

ステップⅠ

ステップⅢ

ビジネス商談会等により、
バイヤーと関係を構築し、販路開拓

バイヤーと連携して、
商品開発等を行い
一層の販路拡大

｢海外販路拡大枠｣
で支援

五郎島金時ポッキー
㈱オハラ

○ 新商品開発支援等

・対象事業
食品、伝統的工芸品等の
商品開発・販路開拓

・支援内容：300万円／3年 等

○ ものづくり企業特別枠

・対象事業：機械・繊維等ものづくり企業による新製品開発など
・支援内容：1,000万円／3年 等

全国最大規模

九谷焼USBメモリ
㈱朝日電機製作所

お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 競争力強化推進グループ 076-225-1512 14



事業化に必要な製品の

実証・評価等に対する支援

補助額：250万円以内
※条件あり

（定額補助）
期 間：７ヶ月程度

補助額：3,000万円以内
（2/3補助）

期 間：最大2年間

＜研究開発等支援＞

事

業

化
新技術や新製品の研究開発に対する支援

補助額：2,000万円以内（2/3補助）期間：最大3年間

集中支援分野（４分野）の研究開発に対する支援

補助額：2,000万円以内（2/3補助）期間：最大3年間

実用化可能性調査

や市場調査等の事

業化可能性調査に

対する支援等

可能性調査 新技術・新製品研究開発支援 事業化促進支援

炭素繊維 航空機 ｴﾈﾙｷﾞｰ・
低炭素化

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

・次世代産業の創出・育成を推進するため、地域独自のファンドでは全国最大規模となる「いしかわ次世代産業創造ファンド」を
平成22年に創設。

・県内企業の研究開発等の支援を行っており、なかでも炭素繊維、ライフサイエンス、エネルギー・低炭素化、航空機の４分野を
重点支援分野と位置付け支援（これまで県内企業の優れた取り組みを267件支援）。

次世代ファンドとは

ＡＩ・ＩｏＴ等を搭載した設備導入等支援

補助額：６００万円以内（1/2補助） 期間：最大1年間
拡 R2年度は、非製造業も支援対象に追加。また、採択枠を、30件→45件に5割増。

＜設備導入支援＞

お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 次世代産業創造グループ 076-225-1513

※採択件数が少ない場合、
再公募の可能性あり

AI・IoT・RPAを活用した業務効率化・省力化支援事業

補助額：１００万円以内（1/2補助）期間：７か月程度
拡 R2年度は、RPAの導入も対象に追加。また、採択枠を、30件→45件に5割増。

新AI・IoT搭載の新製品開発に対する支援

補助額：2,000万円以内（2/3補助）期間：最大3年間

いしかわ次世代産業創造ファンド
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可能性調査

次世代ファンドとは



ニッチトップ企業を目指す企業に対する支援の拡充

 本県では、石川県新長期構想（改定）に掲げる目標値である「ニッチトップ企業数100社（R7）」を達成するため、国
内シェアNo.1を目指す企業に向けた支援、及び、世界でのシェアNo.1を目指す企業に向けた支援を行っている。

 本県のニッチトップ企業数の更なる増加の足掛かりとするため、国内トップグループを目指すことが可能で、将来的にニッチ
トップ企業となる可能性を秘めている企業を「ネクストニッチトップ企業」と位置付け、R1年度から、新たに支援を行っている。

ニッチトップ海外展開支援事業 (H26～）
支援内容：専門家派遣、展示会出展等
補助金額：2,000千円×3年（補助率2/3）

採択件数：１件/年

継続

R1新規

ニッチトップ企業育成事業 (H17～)
支援内容：専門家派遣、展示会出展等
補助金額：2,000千円×3年(補助率2/3)

採択件数：１件/年

ネクストニッチトップ企業育成事業(R1～)
支援内容：専門家派遣、展示会出展等
補助金額：2,000千円×3年（補助率2/3）

採択件数：3件/年

海外シェア
N0.1を

目指す企業

国内シェア
N0.1を

目指す企業

国内シェア
トップグループを
目指す企業

継続

お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 競争力強化推進グループ 076-225-1512 16



① 新製品開発などによる新規需要の創出

③ 人手不足に対応した人材確保、活用支援

④ 地場産業の経営安定化、基盤強化

② 生産性向上による競争力強化

◆ＡＩ・ＩｏＴ等の導入に向けた総合的支援

・ 資金面の支援
・ 技術面の支援
・ 人材育成面の支援
・ RPAを活用した非製造部門（事務部門）生産性向上

主要施策
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ＡＩ・ＩｏＴの導入に向けた総合的な支援を、資金面、技術面、人材育成面の各段階において一層充実

加えて、ＡＩ・ＩｏＴを自社の製品にも搭載し、製品の付加価値を高めようとする意欲ある企業を積極的に支援

Ｒ２

人手不足の中で、AI・IoTの導入により、自社のシステムを

効率化（プロセスイノベーション）し、生産性向上を図る企業へ
の支援

資金面

技術面

人材
育成面

・技術支援工房（デモ展示）

・工業試験場職員による技術指導

導入費用補助

基礎的な技術指導

AI・IoT基礎的人材の育成

・AI・IoT実践道場

（基礎的な知識・技術習得）

・AI・IoT等導入支援

AI・IoT搭載の

新製品開発費補助
次世代ファンドに

補助メニューを創設

高度な技術指導
工試の外部専門家（産総研等）

による技術指導

AI・IoTを搭載し、製品の付加価値を高めて

（プロダクトイノベーション）販路拡大を図る企業への支援

人材
育成面

・助成枠を５割増

（60→90件）

・非製造業も対象

・ＲＰＡも対象

ＲＰＡのデモ

展示を追加

速修コースを新設

通常延べ8日
コース→延べ
4日コースに

AI・IoT

高度専門人材の育成
「早稲田大学を代表校とする

スマートエスイーＡＩ・ＩｏＴ石川

スクール」の開講

資金面 技術面

プロセスイノベーション プロダクトイノベーション
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Ｒ２年度ＡＩ・ＩｏＴ導入施策の進化



お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 情報サービス産業グループ 076-225-1519

※上記は採択案件の一例であり、内容はこれに限るものではありません。

これまでの採択事例

石川県内に主たる事業所を有する中小企業者等

自社の業務効率化・省力化のため、AI・IoT・RPAシステ

ム等（ソフトウェア、ハードウェア等）を導入する取り組み

（Ｒ２から、ＲＰＡの導入も対象に追加）

補助額：上限１００万円（事業費の１／２以内）

採択予定数：４５件程度

※昨年度より５割増にしました。

～６月１２日（金）
※事業期間：９月頃～２月末（予定）

支 援 内 容

従業員の効率的なシフト構築のた

め、予約や来店実績等のデータか

ら来店者数を予測するシステムを

構築し、人手不足を解消。

事務所等で設備の稼働状況を

監視できる「見える化」に加え、収

集したデータを活用し、生産トラブ

ルの発生時に自動で計画を修正

するプログラムを組み込み業務を

効率化。

AIで来店者を
予測

時間帯 月 火 水 木 金 土 日

9:00 12 12 12 12 12 16 16

11:00 14 14 14 10 14 20 20

13:00 10 10 10 15 10 24 24

15:00 5 5 5 5 5 7 7

17:00 4 4 4 4 4 3 3

＜来店者予測＞

生産設備

生産計画を自動修正

各種データ

など

対象企業

対象とする取り組み

補助率及び採択予定数

公募期間

採択事例①：AIを活用した来店者予測

採択事例②：設備の稼働状況の見える化

予約
データ

来店
実績

R2当初予算 ：4,500万円
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ＡＩ・ＩｏＴ・ＲＰＡを活用した業務効率化・省力化の推進



※上記は採択案件の一例であり、内容はこれに限るものではありません。

これまでの採択事例

石川県内に主たる事業所を有する中小企業者等

（Ｒ２から、非製造業も支援対象に追加）

ＡＩやＩｏＴ等を搭載した設備の導入により生産性

向上を図る取り組み

補助額：上限６００万円（事業費の１／２以内）

採択予定数：４５件程度

※昨年度より５割増にしました。

～６月１２日（金）
※事業期間：９月頃～Ｒ３年９月頃（予定）

支 援 内 容

・織機ごとに６種類のセンサを設

置し、稼働状況や停止原因を

ネットワーク送信し、見える化。

・トラブル発生時は直ちにスタッフに

連絡するシステムを構築。

⇒見回りに係る作業人員を２人

削減。

対象企業

対象とする取り組み

補助率及び採択予定数

公募期間

採択事例①
自動監視システムの導入による作業指示の自動化

R2当初予算 ：1億5,000万円

採択事例②
ロボット・センサーの導入による鋳造工程の省力化
・いままで熟練作業者の手作業で

行っていた鋳造用の砂型の貼合

わせ工程を自動化する卓上型ロ

ボットを導入

⇒貼合わせ工程に係る作業人員

を２人削減

８５台の織機の稼働状況を一括管理

ロボットによる貼合わせ

ＡＩ・ＩｏＴ等を搭載した設備導入支援

お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 次世代産業創造グループ 076-225-1513 20



１．ＡＩ・ＩｏＴに関心があり、導入効果を知りたい

２．導入の際、技術的なアドバイスや試作品の
開発支援をしてほしい

仕掛品の置いてある位置の把握に時間がかかっているため、
現場を見て、最適なＩｏＴシステムを教えてほしい。

製品の不良品の検査に要する人手を、ＡＩにより自動化した
場合の導入効果を実例を見て確かめたい。

製品の外観検査に人手がかかるため、ＡＩをもつ自動検査装
置の導入を考えているので、技術的アドバイスに加え、試作品の
開発も支援してほしい。

②個別訪問の実施
工業試験場のＡＩ・ＩｏＴ担当職員と当該業種専
門職員のチームによる個別訪問・技術指導を強化

③ＡＩ・ＩｏＴの導入事例を展示・実演

④ＡＩ・ＩｏＴの外部専門家をアドバイザーに委嘱
→ 東大教授、 産総研 など

⑤ＡＩ試作品の開発支援の強化
→ ＡＩ開発向け高性能コンピュータの導入

製品の自動検査機械の稼働状況の見える化

１号機停止中

ＡＩ・ＩｏＴ技術支援工房

技術面の支援（ＡＩ・ＩｏＴ技術支援工房（工業試験場））

お問い合わせ先：石川県商工労働部 工業試験場 電子情報部 076-267-8084

ＡＩ・ＩｏＴ導入に向けた技術的課題に対して企業の実情を踏まえ、きめ細かく対応

①情報提供・アドバイスの実施
全国での導入事例を収集し、個々の企業の現場を
踏まえた、情報提供・アドバイスを実施
→R1年度は支援工房セミナーを2回開催するとともに
石川県・岐阜県の先進企業の視察を実施

企業からの主な相談
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①ＩｏＴ座学（事例紹介等）
②現場対応型のデモ機を活用した実体験

期間
a）既存コース ４ｈ/日×８日間程度
b）速修コース ４ｈ/日×４日間程度

R2年度より新設

ＩｏＴ実践道場（主として製造業向け） ＡＩ実践道場（主としてサービス業向け）

①AI導入に向けた具体の企業のデータ収集
②AIシステムの具体の効果を実体験
③自社職場での活用方法を考える

期間 ４ｈ/日×６日間程度

①ＡＩ座学（事例紹介等）
②教材用デモ機による実体験
③自社職場での活用方法を考える

期間 ４ｈ/日×４日間程度

ＡＩ・ＩｏＴのデモ機による実体験と、それをもとに自社の現場での活用方法を考えるワークショップを実施

現場対応型

②現場対応型(ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟｺｰｽ)

①集合研修型

＜活用例＞
アウトドア・ジャケット販売WebサイトにおけるAIの活用

カリスマ店員の会話ノウハウ
をAIに学習させ、オススメの
製品を提示

【課題】
来店客のニーズを的確に聞き
出して商品を勧めるノウハウが
店員によってマチマチ

（効果）
質の高い提案による購入率向上（顧客サービス向上）

H30講座写真

お問い合わせ先：石川県商工労働部 労働企画課 職業能力開発グループ 076-225-1533

＜活用例＞
ＩｏＴによる設備稼働状況のリアルタイム把握

CLOUD

受
信
機

送信機

送信機

送信機

（効果）
データ手入力の省力化、現場外で稼働状況確認可能

ＡＩ・ＩｏＴ実践道場の開講（人材育成面の支援）
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お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 次世代産業創造グループ 076-225-1513

R2当初予算 ：1,000万円

これまで県のＡＩ・ＩｏＴ施策は、人手不足対策として、ＡＩ・ＩｏＴの導入により、自社の生産性向上を図る
企業、いわば「ＡＩ・ＩｏＴによるプロセスイノベーション」を図る企業を支援してきた。
これに加えて、県内企業においては、ＡＩ・ＩｏＴを活用して、自社の製品の付加価値を高め、新たな市場を獲得
しようとする企業、いわば「ＡＩ・ＩｏＴによるプロダクトイノベーション」を図る企業が見られ、こうした意欲のあるチャレ
ンジングな県内企業も新たに支援する。

石川県、コマツ、早稲田大学等が連携して、「早稲田大学を代表校とするスマート
エスイーＡＩ・ＩｏＴ石川スクール」を開講する。
コマツと様々な分野において共同研究に取り組んでいる早稲田大学（理工学術院）
の知見を活用し、ＡＩ・ＩｏＴ高度人材を育成していく。

○経営者向けセミナー
7月頃開催予定、受講者50名程度

○技術者向け研修（ＩｏＴ実践コース、ＡＩ実践コースなど）
9～11月頃開催予定、各コース受講者30名程度

１ 目 的

※当高度人材育成支援に併せて、資金面の支援として、 「ＡＩ・ＩｏＴ搭載の新製品開発に対する資金支援事業」を創設
補助金額：20,000千円以内、補助率：2／3、事業期間：3年以内

２ 事業内容

これまで試行的に開催したセミナー、研修の様子
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お問い合わせ先：石川県商工労働部 産業政策課 情報サービス産業グループ 076-225-1519

 ロボティック・プロセス・オートメーション（Robotic Process Automation）の略

 パソコンのマウスやキーボードで行う定型的な事務業務を自動化することができる。

 24時間365日、ミスなく稼働することができ、生産性向上の切り札として注目されている。

事業内容

対象者：石川県内に主たる事業所を有する中小企業等

●セミナー

RPAの著名な専門家より、具体の導入事例や導入効果を説明

●体験会

RPAの活用方法をより理解してもらうため、
デモ機（PC）を用いてRPAの操作を実際に体験

県内の導入状況（課題）

（活用例）

・ 会計システムへの請求書データなどの入力業務 ・ 定期的なインターネットからの情報収集

・ 従業員の勤怠管理や長時間残業に対する自動警告 ・ 売上データの集計・レポート化 など

・ 大手企業を中心に、導入が

進んでいる。

・ 一方、中小企業においては

「導入効果がわからない」

「活用できる人材がいない」

といった理由で、ごく少数の

導入にとどまっている。

普及

啓発

RPAとは

RPAを活用した非製造部門（事務部門）の生産性向上促進
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① 新製品開発などによる新規需要の創出

③ 人手不足に対応した人材確保、活用支援

◆インターンシップ

◆女性・高齢者の掘り起こし推進

◆高度専門人材ＵＩターン促進事業

④ 地場産業の経営安定化、基盤強化

② 生産性向上による競争力強化

主要施策
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お問い合わせ先：石川県商工労働部 労働企画課 人材確保・定住政策推進室 076-225-1532

（行われていない）ILACによる情報発信、
転職イベント等の実施

本人の希望に合いそうな企
業・業種の候補を複数提示

履歴書の添削及び、面接
指導、就業候補先を選定

窓口対応県内企業のＰＲ 履歴書の書き方・面接指導インターンシップ

 人材確保対策として、ILACによる窓口相談の他、県内企業と学生やUIターン希望者等との出会いの場を提供する

等の支援に加え、新たに「インターンシップ」への支援にまで踏み込み、これまでの就職支援を深掘りしていくことで、就
職率の向上につなげていく。

 具体的には、学生、社会人、女性・高齢者、それぞれについて、インターンシッププログラムを開発、実行する企業をモ

デル的に支援し、その成果を県内企業に普及させる。

学生

専門家、大学、 企業、学生による

ディスカッション形式の発表会を実

施

モデル企業を選定し、専門家によ

り、具体のプログラムを作成支援

（10社程度）

実際の先進事例を専門家

により紹介（50社程度）

企業向け集合研修の実施
インターンシップ
モデルプログラム作成

成果発表会の実施

社会人・女性・高齢者

集合研修(20社程度) モデルプログラム作成(10社程度) 成果発表会の実施

インターンシッププログラムの質の向上を図りたい企業を支援

【現在のILACによるマッチングまでの流れ]

マッチング率を伸ばすために、インターンシップモデル事業を実施

【インターンシップモデル事業の概要】

就職率向上に向けたインターンシッププログラム開発普及事業
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お問い合わせ先：石川県商工労働部 労働企画課 人材確保・定住政策推進室 076-225-1532 27

女性・高齢者の掘り起こし推進

女性・高齢者の新規雇用人材の定着支援

研修に要する人件費等を補助（上限 1,500千円／人）

対象企業：県内企業（製造業など）
対象者：女性、高齢者
対象人数：100人程度（募集期間 ~10月30日(金)）
訓練内容：業務に必要な知識・技能等の習得プログラムを各社で実施
補助対象経費：OJTに要する人件費、Off-JT講師謝金など ・未経験者の知識・技能習得

・企業の人材育成スキル向上

女性・高齢者のさらなる掘り起こしを推進

3年間で約300人分の定着支援
（H30 80人、H31 100人、H32 100人）

●製造業への女性の再就職支援 ●高齢者に適した業務切り出し支援

・女性等の潜在人材の活用は必要と思うが、中途には即戦
力を求めているため、いざとなると踏ん切りがつかない。

・女性を採用したが、人材育成がうまくできずやめてしまった。

企業側の課題

・セミナーを通じて、製造業も働きやすい職場であることは分
かったが、未経験なので、実際に社内でうまくやっていけるか
不安（セミナーでの女性の声）

一定の成果が出ている一方で、新たに課題も見えてきている

求職者側の課題

女性・高齢者の求人・求職のミスマッチ解消



お問い合わせ先：石川県商工労働部 労働企画課 人材確保・定住政策推進室 076-225-1532

高度専門人材ＵＩターン促進事業

対象者要件 ３年以上の業務経験

対象企業 企業規模は問わず

補助率 ８／１０

補助上限 ３００万円

定員 ５０名

交付方法 ４団体(鉄工・繊維・食品・IT)から支給

対象者要件
管理職として採用
(年収概ね500万円以上）

対象企業 中小企業

補助率 １／２（企業と折半）

補助上限 ２００万円

定員 １０名

交付方法 ILACで審査し、ILACから支給

【これまでの制度（国の制度）】 【H31～（県独自の制度）】

制度概要

背 景

企業の成長をけん引するＵＩターン人材（管理職）を採用した企業に対して、人件費を助成

・新分野進出 ・新製品の開発 ・生産工程の再構築 ・海外進出・経営部門の強化
など

ＵＩターン人材の確保＋企業の産業競争力を強化

首都圏等の県外から高度専門人材を獲得する企業に対して、その人件費の一部を助成しており、直近の２年間
では80名を超える方々の県内就職につなげてきたが、H30年度で国プロジェクトは終了。
産業競争力の強化、人材確保の観点からＵＩターンを促進する県独自の新たな制度に衣替えして、再スタート。

制度を見直し、県独自の取り組みとして再スタート
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29

① 新製品開発などによる新規需要の創出

③ 人手不足に対応した人材確保、活用支援

④ 地場産業の経営安定化、基盤強化

◆事業承継に関する支援

◆専門家派遣支援

◆新型コロナウイルス感染症緊急対策

② 生産性向上による競争力強化

主要施策



お問い合わせ先：石川県商工労働部 経営支援課 経営支援グループ 076-225-1525

① 「事業引継ぎ支援センター」（ＩＳＩＣＯ内）

様々な課題解決を支援する公的な相談窓口（相談無料・秘密厳守）

・親族や従業員に引き継ぎたいが、どの様に進めたらいいか？

・同業者を買収して事業の拡大を図りたい。相手をどう探したらいいのか？

・経営資源を引き継いでくれる会社はないだろうか？

・後継者がいないので廃業を考えているが、いい人がいたら譲りたい！

事業承継支援体制

③ 企業への普及啓発の促進（ＩＳＩＣＯ）
・経営者向け意識啓発セミナーの開催 ・個別相談会の実施（商工会等と連携）

１．まずはお電話ください！

２．窓口相談
専門家が実態把握や課題を抽出し、様々な選択肢を提示

３．事業承継・引継ぎ支援

Ｍ＆Ａに関する民間のマッチング機関への橋渡し等

※事業承継は、単なる後継者対策ではなく、「事業の磨き上げ」や「後継者の育成」など、準備に３～５年必要なことから、
早期着手が重要です。また、近年、『税制』をはじめ、『金融』・『信用保証』・『補助金』制度が整備されるなど、国の支援メニューが

一層充実し、承継しやすい環境が整備されています。事業承継に関するご相談は、下記までお気軽に！

◆①に関して・・・石川県事業引継ぎ支援センター 076-256-1031

◆②、③に関して・・・ＩＳＩＣＯ 経営支援課 076-267-1244

◆④に関して…石川県商工労働部経営支援課 金融グループ 076-225-1522

② 事業承継コーディネーターによる支援、専門家派遣（ＩＳＩＣＯ）
・県内各地に配置したコーディネーターが積極的な企業訪問によりニーズを掘り起こし、専門機関へ橋渡し（無料）
・個別具体の案件に応じて、税理士や中小企業診断士が、企業に出向き、支援を実施（無料）

〔ご相談の流れ〕

④ 制度融資
事業用資産、株式など事業承継に必要な資金ニーズに対応する制度融資の創設

事業承継に関する支援
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お問い合わせ先：石川県商工労働部 経営支援課 経営支援グループ 076-225-1525

業務プロセスの改善・工夫といった生産性向上に取り組む県内中小企業に対して、
外部専門家（生産性向上トレーナー）を派遣し、改善支援を実施します。

● 派遣対象
生産性向上に向けて業務改善に取り組む、県内に事業所を有する中小企業者

● 補助対象
専門家の「謝金及び旅費」の２/3（１社につき年15回まで）

○取り組み、改善状況の確認

○改善状況を踏まえた新たな
アドバイス

○生産工程に無駄はないか

○同業他社に比べて不良品が
多く発生していないか

課題整理 フォローアップ

＜支援例＞ 課題整理 現場指導 フォローアップまできめ細かく支援

○３Ｓ診断・実施によるムダ取り

○データ分析による不良率低減

現場指導

生産性向上のため、専門家派遣を希望される場合は、お近くの支援機関にご相談ください
（商工会議所・商工会・ＩＳＩＣＯ・中小企業団体中央会）

生産性向上トレーナー派遣事業
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イベント自粛要請等の影響を受ける事業者の当面の資金繰り支援など、 中小企業の事業継続を支援

県内中小

企 業 の

事業継続

への支援

項 目 内 容

●新型コロナウイルス
感染症特別融資の創設

イベント自粛要請等の影響により急激かつ大幅に売上高が減少
した事業者の資金繰り支援 （限度額８千万円）
・当初３年間の利子を無利子化するなど、支援を拡充（予定）

●経営面での課題解決 緊急経営支援アドバイザーの派遣（派遣枠300回）

概要：資金繰りなどの経営課題に迅速に対処できるよう、
中小企業診断士などの専門家を派遣

派遣窓口：商工会議所・商工会・ＩＳＩＣＯ・中小企業団体中央会

新型コロナウイルス感染症緊急対策（中小企業の事業継続支援）

お問い合わせ先 【特別融資の創設】 石川県商工労働部 経営支援課 金融グループ 076-225-1522
【経営面での課題解決】 〃 経営支援課 経営支援グループ 076-225-1525 32

３千万円分
（国の支援を活用）

３千万円以上分
（県の独自制度）

期 間
10年以内(据置3年以内)
→10年以内(据置5年以内）

－ －

売上減少
要 件

直近２週間～１か月 ２０％減 － －

利 率 1.00％
無利子（当初３年間）
※以降は1.00%

1.00％

保 証 料 免除（全期間） 免除(全期間）
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３．令和2年度の国補正予算案について



令和２年度補正予算案のポイント①
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令和２年度補正予算案のポイント②
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ご静聴ありがとうございました。
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